
 

令和 7 年度「県産品を利用した親子料理教室」補助金交付要領 

 

児童・生徒とその保護者を対象とした県下の学校給食関係機関等（以下「実施団体」という。）

が実施する県産品を利用した親子料理教室に対し、食育の推進を支援するため、公益財団法人兵

庫県スポーツ協会兵庫県学校給食・食育支援センター（以下「当センター」という。）が必要な事

項を定める。 

 

１ 趣旨 

兵庫県下の実施団体が行う県産品を利用した親子料理教室に係る経費の全部又は一部を補

助し、地産地消を含めた食育推進の促進を図る。 

 

２ 対象事業 

   この事業は食育推進事業に関することとし、教科における授業は対象外とする。 

 

３ 事業実施方法 

   この事業は、市町教育委員会、市町学校給食会、学校、給食センター等が実施する、「県産

品を利用した親子料理教室」に係る経費の全部又は一部を当センターが負担し、実施団体と

当センターの共催事業として実施する。会場は当該学校、コミュニティセンター等とする。 

 

４ 対象者 

   この事業の対象者は、児童・生徒とその保護者とする。 

 

５ 事業対象期間 

   令和 7 年６月１日～令和８年２月末までに実施する事業を対象とし、１団体１回とする。 

 

６ 事務処理方法 

   公益財団兵庫県スポーツ協会補助金交付要綱に基づき処理するものとする。 

 

７ 金額及び対象経費 

（１）１団体当たり５万円を上限とする。 

(別途、決定額を通知した場合はそれを上限とする。) 

（２）経費支出範囲 
 

 支出科目 備       考 

需用費 

  （食材費） 

一人１回当たり 1,000 円を上限額とし、全額補助（1000 円×参加人数） 

ただし、すべての料理に県産品食材を半分以上(重量比または品目数) 

使用すること 

需用費 

 (消耗品他) 

ラップ、ペーパータオル、紙皿、用紙等消耗品 

（調理器具、食器具類等は対象外） 

役務費 葉書、切手等に係る費用 

使用料及び 

賃借料 

会場費等 

（実施団体及びそれに類する団体に支払うものは対象外） 

 

※  上記以外のもの（給食試食会の給食費に相当する会費、託児料、飲食代、茶菓子代、お

花代、備品となるような物品等）は対象外とする。 



８ 事業への申込等 

（１）事業申込書、事業実施計画書（別記）及び事業収支予算書（別記２）を提出すること。 

（２）締め切りは令和７年４月３０日（水）必着とする。 

 

９ 事業の決定等 

   事業の決定については、当センターが事業実施計画書等関係資料の要件等を審査した上で

決定する。補助金額については予算の範囲内で上限を決定し、速やかに通知する。申込多数

の場合、地域性のバランス、県産品目数を考慮して選定する。 

   なお、事業決定団体は補助金交付申請書(様式は決定後に送付)をセンターに送付すること。 

 

10 事業の実施 

（１）事業の実施においては、共催者名を必ず表示すること。 

① 事業実施において、開催要項及び資料等には共催者名（下記名称）を必ず記載すること。 

 （例）共催：公益財団法人兵庫県スポーツ協会 兵庫県学校給食・食育支援センター 

② 開催要項等の作成がない場合は、共催者名を案内文書に明示するか、会場に掲示する。

その際報告書には、案内文書、もしくは会場に共催者名を掲示した画像を添付すること。 

 

11 事業の実績報告 

（１）事業実施後は速やかに、補助事業実績報告書（様式は決定後に送付）を当センター宛提

出すること。 

（２）添付書類 

報告書提出の際は、次の資料等を添付すること。 
 

添付資料等 備      考 

開催要項及び配布した資料等

(共催者表示を含む資料) 

開催要項及び配布資料がない場合はそれに相当する内容を含めた

「事業に関する報告書」。参加者名簿(人数が確認できるもの) 

事業の様子がわかる写真 

スナップ写真(３～４枚) 

（開催要項等がなく、会場に主催者名を掲示した場合は、それが

わかる画像も含める） 

実施メニュー及びレシピ  県産品食材には、「○印」を付加  

領収書  
明細を確認できるもの（レシート可）  

県産品が確認できるレシート、ラベルもしくは画像等を添付  

 

※  事業報告で提出された資料等の個人情報や記載内容は、実施者の責任によるものとし、

写真等の資料は当センターの事業内容を紹介する資料として使用します。また、ホーム

ページ・広報紙「ひょうごの学校給食だより」等に使用する場合がありますので、報告

書等を提出する前に承諾を得てください。これらの目的以外には使用いたしません。 

※ 写真以外の資料についても、献立集等に活用させていただく場合がありますので御了承く

ださい。制限がある場合はその旨お知らせください。 

※ 提出された資料等の返却はいたしません。 

 

12 補助金請求・支払い 

（１）センターで実績内容審査後、補助金額を決定する。補助の請求には、請求書（様式は決

定後に送付）を当センターに提出すること。実施団体が指定した口座に補助金を送金す

る。 


